
平成 15年 2月期    個別財務諸表の概要

上   場   会   社   名       株式会社 オンワード樫山 上場取引所 東証 大証 名証

コード番号       8016 本社所在都道府県

(ＵＲＬ　　　http://www.onward.co.jp/） 東京都

問合せ先  責任者役職名 常務執行役員経理部長
　　　　　　  氏　　        名　　　　　　　　　　　　　　吉沢 正明 TEL (03) 3272 - 2317
決算取締役会開催日   平成15年4月17日 中間配当制度の有無　　　　無
定時株主総会開催日   平成15年5月22日 単元株制度採用の有無 　　有　( 1単元1,000株 )

１. 15年 2月期の業績（平成 14年 3月 1日 ～ 平成 15年 2月 28日）
(1)経営成績 （百万円未満切捨）

　　　　  売   上   高 　　　経　常　利　益

　15年 2月期 175,030 2.3 16,883 4.1 19,734 3.1
　14年 2月期 171,108 6.1 16,222 39.9 19,141 36.8

        当 期 純 利 益 １ 株 当 た り 潜在株式調整後 株 主 資 本 総 資 本 売 上 高
当 期 純 利 益 1株当たり当期純利益 当期純利益率 経常利益率 経常利益率

円　　銭 円　　銭 ％ ％ ％
　15年 2月期 7,238 24.3 42.02 － 4.0 8.4 11.3
　14年 2月期 5,824 － 33.81 － 3.2 8.0 11.2
(注)①期中平均株式数    15年 2月期  172,251,113株 14年 2月期  172,288,519株
     ②会計処理の方法の変更　　    無
     ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)配当状況
配当金総額 株主資本

中　間 期　末 （年間） 配当率
円　銭 円　銭 円　銭 百万円 ％ ％

　15年 2月期 16.50 － 16.50 2,841 39.3 1.5
　14年 2月期 16.50 － 16.50 2,842 48.8 1.6
(注)15年 2月期期末配当金の内訳　　　　　記念配当　　　　－　円　　－　銭　、特別配当　　　　　－　円　　－　銭

(3)財政状態
株主資本比率 １株当たり

株主資本
百万円 百万円 ％ 円　　銭

　15年 2月期 80.1 1,075.29
　14年 2月期 75.5 1,051.59
(注)①期末発行済株式数    15年 2月期  172,205,581株 14年 2月期  172,279,054株
 　  ②期末自己株式数   　　 15年 2月期  87,006株 14年 2月期  13,533株

２. 16年 2月期の業績予想（ 平成 15年 3月 1日  ～  平成 16年 2月 29日 ）
　 売   上   高 経常利益 当期純利益

中間 期末
百万円 百万円 百万円 円　　銭 円　　銭 円　　銭

中　間　期 87,000 8,400 4,500 － － －
通       期 183,000 20,200 9,000 － 16.50 16.50

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）        52円26銭

＊上記の予想は、本資料の発表日現在おいて入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、今後様々な要因によって
予想数値と異なる場合があります。

185,170
181,166

1株当たり年間配当金

239,876
231,137

  総  資  産

百万円           ％

百万円           ％

百万円           ％百万円           ％

株  主  資　本

平成 15年 4月17日

営　業　利　益

1株当たり年間配当金
配当性向



貸　借　対　照　表

(単位：百万円)
　　　      　　期　別

％ ％

( 231,137 ) ( 100.0 ) ( 239,876 ) ( 100.0 ) ( △ 8,739 )
( 90,039 ) ( 39.0 ) ( 102,386 ) ( 42.7 ) ( △ 12,346 )

49,028 59,169 △ 10,140
2,543 3,165 △ 621

16,316 16,809 △ 493
14,381 15,252 △ 870
1,666 1,464 201

843 1,050 △ 206
216 274 △ 58

1,997 3,079 △ 1,081
3,165 2,263 902
△ 120 △ 142 22

( 141,097 ) ( 61.0 ) ( 137,490 ) ( 57.3 ) ( 3,607 )
( 72,722 ) ( 31.5 ) ( 73,148 ) ( 30.5 ) ( △ 425 )

24,061 24,895 △ 833
1,007 1,076 △ 68

82 168 △ 86
104 98 5

0 59 △ 59
3,982 3,360 621

43,483 43,488 △ 5

( 996 ) ( 0.4 ) ( 903 ) ( 0.4 ) ( 92 )
67 67 -
784 694 89
144 141 3

( 67,378 ) ( 29.1 ) ( 63,439 ) ( 26.4 ) ( 3,939 )
6,771 7,176 △ 404
17,934 14,083 3,850
13,923 12,341 1,582
3,604 2,882 721
7,960 7,884 76
2,667 2,311 356

10,854 12,726 △ 1,871
1,700 1,701 △ 0
3,919 4,070 △ 150

△ 1,959 △ 1,740 △ 219

231,137 100.0 239,876 100.0 △ 8,739

－２７－

金　額 構成比

差 入 保 証 金

前　　　　期当　　　　期
(平成15年2月28日現在) (平成14年2月28日現在)

金　額 構成比

受 取 手 形

長 期 貸 付 金

売 掛 金

(資 産 の 部)

構 築 物

投 資 有 価 証 券

船 舶

関 係 会 社 株 式

車 両 運 搬 具

商 品 ・ 製 品

仕 掛 品

固 定 資 産

投 資 等

借 地 権
ソ フ ト ウ ェ ア

機 械 装 置

無 形 固 定 資 産

工 具 器 具 備 品
土 地

流 動 資 産

建 物

そ の 他
貸 倒 引 当 金

現 金 ・ 預 金

繰 延 税 金 資 産

有 形 固 定 資 産

前 渡 金

原 材 料 ・ 貯 蔵 品

増減金額

合   計

そ の 他
貸 倒 引 当 金

払 込 生 命 保 険 料
長 期 前 払 費 用
繰 延 税 金 資 産
再評価に係る繰延税金資産

そ の 他

科  目



(単位：百万円)
　　　      　　期　別

％ ％

( 45,966 ) ( 19.9 ) ( 58,710 ) ( 24.5 ) ( △ 12,743 )
( 40,919 ) ( 17.7 ) ( 51,210 ) ( 21.4 ) ( △ 10,291 )

24,278 24,594 △ 315
6,258 6,990 △ 732
1,405 1,712 △ 306

－ 8,949 △ 8,949
798 1,174 △ 375

4,249 3,852 397
635 378 256

1,926 2,091 △ 165
1,266 1,385 △ 119
102 83 19

( 5,047 ) ( 2.2 ) ( 7,499 ) ( 3.1 ) ( △ 2,452 )
1,052 32 1,020
1,793 1,459 333

－ 3,870 △ 3,870
2,201 2,137 63

( 185,170 ) ( 80.1 ) ( 181,166 ) ( 75.5 ) ( 4,004 )
( 30,079 ) ( 13.0 ) ( 30,079 ) ( 12.5 ) ( － )
( 49,134 ) ( 21.2 ) ( 49,134 ) ( 20.5 ) ( － )

49,134 49,134 －
( 108,568 ) ( 47.0 ) ( 104,571 ) ( 43.6 ) ( 3,996 )

5,482 5,482 －
92,743 92,744 △ 0

34 35 △ 0
92,709 92,709 －
10,342 6,344 3,997

( △ 2,346 ) ( △ 1.0 ) ( △ 2,347 ) ( △ 1.0 ) ( 1 )
( △ 173 ) ( △ 0.1 ) ( △ 255 ) ( △ 0.1 ) ( 81 )
( △ 91 ) ( △ 0.0 ) ( △ 16 ) ( △ 0.0 ) ( △ 75 )

231,137 100.0 239,876 100.0 △ 8,739

－２８－

合   計

自 己 株 式

任 意 積 立 金

別 途 積 立 金

再 評 価 差 額 金

買 換 資 産 圧 縮 積 立 金

当 期 未 処 分 利 益

その他有価証券評価差額金

利 益 準 備 金
利 益 剰 余 金

(資 本 の 部)
資 本 金

資 本 準 備 金
資 本 剰 余 金

債 務 保 証 損 失 引 当 金
預 り 保 証 金

固 定 負 債
退 職 給 付 引 当 金
役 員 退 職 金 引 当 金

預 り 金
賞 与 引 当 金
返 品 調 整 引 当 金
そ の 他

未 払 金
未 払 法 人 税 等
未 払 消 費 税 等
未 払 費 用

金　額 構成比科 　目

(負 債 の 部)
流 動 負 債

支 払 手 形
買 掛 金

増減金額(平成15年2月28日現在) (平成14年2月28日現在)
当　　　　期 前　　　　期

金　額 構成比



損　益　計　算　書

　　　　　　期　別
科 　目

％ ％ ％
(経常損益の部)

 営　業　損　益

175,030 100.0 171,108 100.0 3,922 2.3
92,723 53.0 93,021 54.4 △ 298 △ 0.3
65,423 37.4 61,864 36.1 3,558 5.8

16,883 9.6 16,222 9.5 661 4.1

 営　業　外　損　益

( 3,410 ) ( 1.9 ) ( 3,450 ) ( 2.0 ) ( △ 40 ) ( △ 1.2 )
430 591

2,979 2,859
( 559 ) ( 0.3 ) ( 531 ) ( 0.3 ) ( 28 ) ( 5.3 )

19,734 11.3 19,141 11.2 593 3.1

(特別損益の部)

( 2,197 ) ( 1.3 ) ( 11,109 ) ( 6.5 ) ( △ 8,911 ) ( △ 80.2 )
( 8,793 ) ( 5.0 ) ( 19,710 ) ( 11.5 ) ( △ 10,916 ) ( △ 55.4 )

13,138 7.5 10,539 6.2 2,598 24.7
3,004 1.7 9,761 5.7 △ 6,756 △ 69.2
2,895 1.7 △ 5,045 △ 2.9 7,940 －
7,238 4.1 5,824 3.4 1,414 24.3
3,105 520 2,584 496.5
△ 1 － △ 1 －

10,342 6,344 3,997 63.0

－２９－

(単位：百万円)

増減金額 増減率

当　　　　期
自 平成14年3月 1日
至 平成15年2月28日

構成比

前　　　　期

再評価差額金取崩額

当 期 未 処 分 利 益

法 人 税 等 調 整 額
当 期 純 利 益
前 期 繰 越 利 益

特 別 利 益
特 別 損 失

税 引 前 当 期 純 利 益
法人税､住民税及び事業税

受取利息及び配当金
そ の 他 の 収 益
営 業 外 費 用

経 常 利 益

売 上 原 価
販売費及び一般管理費

営 業 利 益

営 業 外 収 益

売 上 高

金　額 構成比

自 平成13年3月 1日
至 平成14年2月28日
金　額



 

 利益処分計算書（案） 
            

 期 別           
               当      期 前      期 増 減 金 額 
 科 目           
                 百万円   百万円   百万円 
 当 期 未 処 分 利 益     10,342   6,344   3,997  
 買換資産圧縮積立金取崩額     0   0   △ 0  
            

 計   10,342   6,345   3,997  
           
 これを次のとおり処分いたします。 
           

            
 株 主 配 当 金       2,841   2,842   △ 1  
               (１株につき16円50銭） (１株につき16円50銭）    
 取 締 役 賞 与 金      348   398   △ 50  
 別 途 積 立 金   3,500   －   3,500  
 次 期 繰 越 利 益      3,653   3,105   548  
            

（注）買換資産圧縮積立金取崩額は租税特別措置法に基づくものです｡ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   －３０－ 



 

＜重要な会計方針＞ 

 

１ ．資産の評価基準及び評価方法  

(1)有価証券  
①  子会社株式及び関連会社株式  移動平均法による原価法  
②  その他有価証券  

 時価のあるもの  決算日の市場価格等に基づく時価法  
(評 価 差 額 は 全 部 資 本 直 入 法 に よ り 処 理 し 、 

     売却原価は移動平均法により算定）  
      時価のないもの   移動平均法による原価法  
 (2)デリバティブ     時価法  
 (3)棚卸資産  

最終仕入原価法により評価していますが、季越の商品で著しく価額が低下し、回

復する見込のないものについては、同種商品の過去３年間の販売実 績に照らし評
価減を行い、期末棚卸高を評価替え後の金額により計上しています。また、商品・
製品のうちには、売価還元法を適用しているものもあります。 

 
２ ．固定資産の減価償却の方法  

(1)有形固定資産 
定率法（ただし、平成１０年４月１日以降取得した建物（建物附属設備を除く）に
ついては定額法）を採用しています。 

(2)無形固定資産 
定額法を採用しています。ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内にお

ける利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しています。 
(3)長期前払費用 

定額法を採用してい ます。 
 
３ . 引当金の計上基準  

(1)貸 倒 引 当 金  
一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個
別に回収可能性を勘案し、回収不能見込み額を計上しています。  

(2)賞 与 引 当 金  
従業員等に支給する賞与に備えるため、支給見込額に基づき計上しています。  

(3)返品調整引当金  
将来予想される売上返品に備え、法人税法の規定に基づいて計算した額を計上し
て い ま す 。  

(4)退職給付引当金  
従業員の退職給付に備え、当期末における退職給付債務および年金資産の見込額

に基づき 、当期 末において発生していると 認められる額を計上しています。  
また、数理計算上の差異については、各期に発生時の従業員の平均残存勤務期間
以内の一定の年数(10年 )による定額法により按分した額を、それぞれ発生時の翌
期から費用処理してい ます。  

(5)役員退職金引当金  

役員の退職金の支給に備えるために内規に基づく期末要支給額を計上していま す。 
 
 
 

           

 
 
 

－ ３１－  



 
 
 
 

４ ．リース取引の処理方法  
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リー
ス取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっています。 

 

５ ． ヘッジ会計の方法 

(1)ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理によっています。ただし、為替予約がなされている外貨建金銭債務については振当処理

を行っています。 

(2)ヘッジ手段とヘッジ対象 

為替予約をヘッジ手段とし、外貨建ての金銭債務および予定取引をヘッジ対象としています。 

(3)ヘッジ方針 

外貨建輸入取引に関わる将来の外国為替相場変動リスクを回避して、外貨建債務の円貨によるキャッシ

ュ･フローを固定化することを目的として、仕入先への発注に対応し、決済日を基準として為替予約  を

行っています。 

(4)ヘッジの有効性評価の方法 

外貨建ての発注金額に対し、同一通貨建てによる同一金額で同一期日の為替予約を付することにより、

為替予約締結後の外国為替相場の変動による相関関係が確保されるようにしています。 

 

６．消費税等の会計処理は、税抜方式によっています。 

 

（追加情報） 

 

  貸借対照表 

    当期より、「財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則の一部を改正する内閣府令」 

（平成１４年３月２６日内閣府令第９号）附則第２項ただし書きに基づき、資本の部は、資本金、 

資本剰余金、利益剰余金及びその他の科目をもって掲記しています。また、前会計期間期末につい 

ても改正後の表示区分に組替えています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                     

－ ３２－  



 

＜注 記 事 項＞ 

 

（貸借対照表関係） 

   
 当   期 前   期 
 (平成 15年 2月 28日現在) (平成 14年 2月 28日現在) 
１． 有形固定資産の減価償却累計額 29,020 百万円 27,732 百万円 

     

２． 保証債務 19,567 百万円 20,030 百万円 

  

３.  事業用土地の再評価 

  当期（平成１５年２月２８日現在） 

 

「土地の再評価に関する法律」（平成 10 年 3 月 31 日公布法律第 34 号）及び「土地の再評価に関する法

律の一部を改正する法律」（平成 13 年 3 月 31 日改正）に基づき、事業用土地の再評価を行っています。

なお、評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金資産」として資産

の部に計上し、これを控除した金額を「再評価差額金」として資本の部に計上しています。 

 

再評価の方法 

「土地の再評価に関する法律施行令」（平成 10 年 3 月 31 日公布政令第 119 号）第2 条第4 号に定める

地価税法（平成 3 年法律第 69 号）第 16 条に規定する地価税の課税計算の基礎となる土地の価格を算定

するために、国税庁長官が定めて公表した方法により算出した価格に基づいて、奥行価格補正等合理的

な調整を行って算出したほか、一部土地については第 3 号に定める固定資産税評価額によっています。 

 

再評価を行った年月日  平成 14 年 2 月 28 日 

再評価をおこなった土地の当期末における時価の合計額が再評価後の帳簿価額の合計額を 

下回る金額 

                   2,478 百万円   

 

前期（平成１４年２月２８日現在） 

 

   「土地の再評価に関する法律」（平成 10 年 3 月 31 日公布法律第 34 号）及び「土地の再評価に関する

法律の一部を改正する法律」（平成 13 年 3 月 31 日改正）に基づき、事業用土地の再評価を行い、当該

評価差額のうち、税金相当額を「再評価に係る繰延税金資産」として資産の部に 1,701 百万円計上し、

これを控除した金額を「再評価差額金」として資本の部から 2,347 百万円控除しています。 

 

再評価の方法 

「土地の再評価に関する法律施行令」（平成 10 年 3 月 31 日公布政令第 119 号）第2 条第4 号に定める

地価税法（平成 3 年法律第 69 号）第 16 条に規定する地価税の課税計算の基礎となる土地の価格を算定

するために、国税庁長官が定めて公表した方法により算出した価格に基づいて、奥行価格補正等合理的

な調整を行って算出したほか、一部土地については第 3 号に定める固定資産税評価額によっています。 

 

再評価を行った年月日  平成 14 年 2 月 28 日 

当該事業用土地の再評価前の帳簿価格 47,138 百万円 

当該事業用土地の再評価後の帳簿価格 43,088 百万円 
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（損益計算書関係） 

 当   期 前   期 
   自 平成１４年３月 １日   自 平成１３年３月 １日 

 至 平成１５年２月２８日 至 平成１４年２月２８日 

１． 特別利益の主な内訳     

関係会社株式売却益 2,197 百万円 － 百万円 

    投資有価証券売却益 － 百万円 2,559 百万円 

    退職給付信託設定益 － 百万円 8,541 百万円 

２． 特別損失の主な内訳     

    関係会社整理損 4,435 百万円 617 百万円 

    投資有価証券評価損 2,379 百万円 1,738 百万円 

    特別退職金 928 百万円 2,691 百万円 

    退職給付会計基準変更時差異償却額 － 百万円 13,939 百万円 
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リ ー ス 取 引 関 係 
 

１． リ－ス物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リ－ス取引 

      ①リ－ス物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額および期末残高相当額 

 

 

 

                                          

②未経過リ－ス料期末残高相当額 

 

 当  期 前  期 

１ 年 以 内 395 百万円 346 百万円 

１ 年 超 604 百万円 692 百万円 

合 計 999 百万円 1,038 百万円 

 

    （注）取得価額相当額および未経過リ－ス料期末残高相当額は、「支払利子込み法」により 

算定しています｡ 

 

    ③支払リ－ス料および減価償却費相当額 

 

支 払 リ － ス 料 441 百万円 337 百万円 

減価償却費相当額 441 百万円 337 百万円 

 

    ④減価償却費相当額の算定方法 

リ－ス期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっています｡ 
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         （単位：百万円） 

 当  期 前  期 

 

 

 

取得価額 

相当額 

減価償却 

累計額 

相当額 

期末残高 

相当額 

取得価額 

相当額 

減価償却 

累計額 

相当額 

期末残高 

相当額 

工 具 器 具 

備 品 
1,467 678 789 1,473 602 870 

そ の 他 325 115 209 290 122 167 

合 計 1,793 793 999 1,763 724 1,038 



有    価    証    券 

 
 
当期（平成１５年２月２８日現在） 

子会社株式および関連会社株式で時価のあるもの 
                                                                          （単位：百万円） 

当   期 
(平成 15 年 2月 28 日現在)  

貸借対照表計上額 時 価 差 額 

子会社株式 
 

508   7,535   7,027  

 

 
 
前期（平成１４年２月２８日現在） 

子会社株式および関連会社株式で時価のあるもの 
                                                                          （単位：百万円） 

前   期 
(平成 14 年 2月 28 日現在)  

貸借対照表計上額 時 価 差 額 

子会社株式     572   7,966   7,393 
 

 
 
 

 
 

部 門 別 売 上 高 
                 

期 別  当    期 前    期   
 部 門  金     額 構成比 金     額 構成比    
   百万円  ％  百万円  ％   ％ 
   紳  士  服   54,750   31.3  59,311   34.7   △ 7.7  

                
   婦  人  服      103,238   59.0  96,204   56.2   7.3  

                
   子  供  服      7,968   4.5  6,768   4.0   17.7  

                
   和     装       3,780   2.2  3,802   2.2   △ 0.6  

                
   そ  の  他      5,294   3.0  5,023   2.9   5.4  

                
                

 合   計   175,030   100.0  171,108   100.0   2.3  
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増 減 比 



(税効果会計関係) 

 

 

当  期 前  期 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 
 (1) 繰延税金資産 

棚卸評価損 1,409百万円 
関係会社株式評価損 2,840百万円 

退職給付引当金 8,495百万円 
役員退職金引当金 753百万円 

その他 3,099百万円 

繰延税金資産合計 16,599百万円 
  

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 
 (1) 繰延税金資産 

棚卸評価損 1,531百万円
関係会社株式評価損 2,798百万円

退職給付引当金 8,006百万円
役員退職金引当金 613百万円

債務保証損失引当金 1,626百万円
その他 4,843百万円

繰延税金資産合計 19,420百万円
 

 (2) 繰延税金負債 
退職給付信託設定益 △3,589百万円 

買換資産圧縮積立金 △24百万円 
その他 △132百万円 

繰延税金負債合計 △3,746百万円 

繰延税金資産の純額 12,852百万円 
  

 (2) 繰延税金負債 
退職給付信託設定益 △3,589百万円 

買換資産圧縮積立金 △25百万円 

繰延税金負債合計 △3,614百万円 

繰延税金資産の純額 15,805百万円 
 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との 
差異の原因となった主な項目別の内訳 
法定実効税率 42.0％ 

(調整)  
交際費等永久に損金に 
算入されない項目 

2.3 

受取配当金等永久に益金に 
算入されない項目 

△0.5 

住民税均等割等 1.1 
税効果会計適用後の法人税等の 
負担率 44.9 

  

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との 
差異の原因となった主な項目別の内訳 
法定実効税率 42.0％ 

(調整)   
交際費等永久に損金に 
算入されない項目 

3.0  

受取配当金等永久に益金に 
算入されない項目 

△1.0  

住民税均等割等 0.7  
税効果会計適用後の法人税等の 
負担率 44.7  
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役 員 の 異 動 
 

 

1、 代表者の異動 

   該当事項はありません。 

 

 

2、 その他の役員の異動(平成 15 年 5 月 22 日付) 

(1)新任取締役候補 

専務取締役   オンワードアパレルグループ営業担当、商事事業本部直轄担当、 

きもの事業本部直轄担当、宣伝部直轄担当、 

      山下文靖   (現専務執行役員) 

 

専務取締役   大阪支店長        草木 勝   (現専務執行役員) 

 

常務取締役   人財部直轄担当、総務部直轄担当、秘書室直轄担当、 

        広報部直轄担当      山根 功   (現常務執行役員) 

          

 常務取締役   経理部直轄担当      吉沢正明   (現常務執行役員) 

 

 常務取締役   事業本部統轄、I C B 事業本部長、 

                      上村 茂   (現常務執行役員) 

 

(2)退任予定取締役 

代表取締役副会長 祗園定次郎 

 

専務取締役    栗原錦司 

     (チャコット株式会社定時株主総会後 監査役(常勤)就任予定) 

 

専務取締役    田中腆士 

     (株式会社インパクト二十一定時株主総会後 監査役(常勤)就任予定) 

 

取締役(非常勤)  鳥越孝治 

     (株式会社インパクト二十一代表取締役社長) 

 

取締役(非常勤)  大塚雄司 

     (オーク株式会社代表取締役会長) 
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